
貸 借 対 照 表

（ 平成１５年３月３１日現在 ）
（ 単位：千円 ）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

〔流 動 資 産〕 〔２１，４０６，９２４〕 〔流 動 負 債〕 〔１２，９４１，２１５〕

現 金 及 び 預 金 ７９０，４５９ 支 払 手 形 ３，４１６，２１６

受 取 手 形 ５，５３１，９６８ 買 掛 金 １，７９７，２２９

売 掛 金 ９，１１５，７０５ 短 期 借 入 金 ５，９００，０００

製 品 及 び 商 品 １，８７５，６４１ １年以内返済長期借入金 ５３７，３５２

原 材 料 ２，２０５，１２７ 未 払 金 ３２１，０９６

未 着 品 １，２７０，５４８ 未 払 法 人 税 等 ２１０，８００

未 成 工 事 支 出 金 ３９４ 未 払 費 用 ４５６，０２６

貯 蔵 品 ５１，５８７ 賞 与 引 当 金 １７４，０００

短 期 貸 付 金 ４６６，１５１ 設 備 関 係 支 払 手 形 ７０，０３５

未 収 入 金 ６，７９２ そ の 他 ５８，４５９

繰 延 税 金 資 産 ８７，０２６

そ の 他 ４５，４２０ 〔固 定 負 債〕 〔６，１８５，７２１〕

貸 倒 引 当 金 △３９，９００ 社 債 ２，３００，０００

長 期 借 入 金 ３，４３１，７８１

退 職 給 付 引 当 金 ４５３，９４０

〔固 定 資 産〕 〔１１，７０７，７０６〕 負 債 合 計 １９，１２６，９３７

（有 形 固 定 資 産） （７，３１２，０４７）

建 物 １，８１６，９４８ 資 本 の 部

構 築 物 ３８３，７０５

機 械 及 び 装 置 ２，０７９，００９ 〔資 本 金〕 〔５，２６１，８４２〕

車 両 運 搬 具 ７５，８１７ 資 本 金 ５，２６１，８４２

工 具 器 具 及 び 備 品 ２２０，１７１

土 地 ２，６７７，３５２ 〔資 本 剰 余 金〕 〔７，１９４，３６９〕

建 設 仮 勘 定 ５９，０４３ （資 本 準 備 金） （１，３１５，４６０）

（無 形 固 定 資 産） （２０，０６９） 資 本 準 備 金 １，３１５，４６０

電 話 加 入 権 ７，８２４ （その他資本剰余金） （５，８７８，９０９）

借 地 権 ８，３１０ 資本準備金減少差益 ５，８７８，９０９

ソ フ ト ウ ェ ア ３，９３５

（投 資 等） （４，３７５，５８９） 〔利 益 剰 余 金〕 〔１，８１２，０４４〕

投 資 有 価 証 券 １，６８５，６９１ 役 員 退 職 積 立 金 １１９，０００

子 会 社 株 式 １，４７１，５３２ 別 途 積 立 金 ５００，０００

子 会 社 出 資 金 １３８，０００ 当 期 未 処 分 利 益 １，１９３，０４４

長 期 貸 付 金 １３０，１８８ （ う ち 当 期 利 益 ） （５０２，９８２）

長 期 前 払 費 用 １１，９６４

差 入 保 証 金 １１９，４６８ 〔株式等評価差額金〕 〔△１０９，９８７〕

繰 延 税 金 資 産 ５９９，４３６ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △１０９，９８７

そ の 他 ２５５，９０７

貸 倒 引 当 金 △３６，６００ 〔自 己 株 式〕 〔△１７０，５７６〕

自 己 株 式 △１７０，５７６

資 本 合 計 １３，９８７，６９３

資 産 合 計 ３３，１１４，６３１ 負債・資本合計 ３３，１１４，６３１



損 益 計 算 書

平成１４年４月 １日から（平成１５年３月３１日まで）
（ 単位：千円 ）

科 目 金 額

〔経 常 損 益 の 部〕

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

売 上 高 ７２，３９３，９３５

営 業 費 用

売 上 原 価 ６８，８２５，７６３

販売費及び一般管理費 １，８４４，６２９ ７０，６７０，３９３

営 業 利 益 １，７２３，５４２

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 １１２，３００

受 取 地 代 及 び 家 賃 ６９，６１７

技 術 指 導 料 ７３，８７４

雑 収 入 ７８，６９９ ３３４，４９１

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ２４５，００９

手 形 売 却 損 ６３，８５８

為 替 差 損 ２，５９１

減 価 償 却 費 ２８，１１８

雑 損 失 ３２，４５１ ３７２，０２８

経 常 利 益 １，６８６，００５

〔特 別 損 益 の 部〕

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ５，６８５

投資有価証券売却益 ２１，５７７ ２７，２６３

特 別 損 失

固定資産売却及び廃棄損 １２６，８２５

投資有価証券評価損 ５７５，７２２

ゴルフ会員権評価損 ５，７５０

退 職 給 付 費 用 １９，８８６ ７２８，１８５

税 引 前 当 期 利 益 ９８５，０８３

法人税、住民税及び事業税 ２２０，２６９

法 人 税 等 調 整 額 ２６１，８３０ ４８２，１００

当 期 利 益 ５０２，９８２

前 期 繰 越 利 益 ２２５，４６１

利 益 準 備 金 取 崩 額 ４６４，６００

当 期 未 処 分 利 益 １，１９３，０４４



注 記 事 項

１． 重 要 な 会 計 方 針

有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式 ………… 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの ………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（期末の評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、期中の売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………… 移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 及 び 商 品 ………… 移動平均法による原価法

原 材 料 ………… 移動平均法による低価法

貯 蔵 品 ………… 移動平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ………… 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては、定額法によっております。

なお、白河工場については定額法によっております。

また、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

無 形 固 定 資 産 ………… 定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。

長 期 前 払 費 用 ………… 均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。

少額減価償却資産 ………… 取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、法人税法の規定に

基づく３年均等償却によっております。

繰延資産の処理方法
社債発行費は、支払時に全額費用として処理しております。

重要な引当金の計上方法

貸 倒 引 当 金 ………… 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 ………… 従業員の賞与の支払いに充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上し

ております。

退 職 給 付 引 当 金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して

おります。

なお、会計基準変更時差異（９９，４３４千円）については、５年による按分

額を費用処理しております。数理計算上の差異は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 ………… 繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っております。また、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

ヘ ッ ジ 手 段 と ヘ ッ ジ 対 象 ………… ヘ ッ ジ 手 段

デリバティブ取引（為替予約取引、商品先物取引及び金利スワ

ップ取引）

ヘ ッ ジ 対 象

相場変動による損失の可能性がある資産または負債で、当該資

産または負債に係る相場変動が評価に反映されていないもの及び

市場金利の変動により時価の変動が生じ、その変動額が借入金の

評価に反映されないもの並びに資産または負債に伴うキャッシュ

・フローが固定されその変動が回避されるもの。

ヘ ッ ジ 方 針 ………… 為替予約取引は、輸出入取引に係る為替変動のリスクに備えるた

めのものであるため、その残高は外貨建の仕入及び販売予定金額

を超えないようにとの方針を採っております。

商品先物取引については、アルミニウム二次合金地金の原材料の

在庫の範囲内での取引に限定しております。金利スワップは、現

在、変動金利を固定金利に変換する目的で利用しているのみであ

ります。

ヘッジの有効性評価の方法 ………… ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対

象の相場変動による変動額等を基礎にして判断しております。
そ の 他 リ ス ク 管理 方法 の う ち ヘ ッ ジ 会計 に 係 る も の ………… 為替予約取引の実行は資材管理部で行い、その管理は管理部にて

行っており、取引限度額については仕入及び販売予定の成約済輸

出入外貨代金を限度としております。さらに、管理部長は月ごと

の残高についての管理を行っております。また、先物取引の実行

及び管理につきましては、ＲＳＩ営業部で行っており月ごとの残

高を管理部長に報告する体制をとっております。

そ の 他

① 資本の部の表示方法

当期から商法施行規則（平成14年法務省令第22号）の規定を適用しており、資本の部の表示方法を変更してお

ります。

② 会計処理基準に関する事項
（イ） 自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準

当期から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平成14年２月21

日 企業会計基準委員会）を適用しております。

この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。
（ロ） １株当たり情報

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

なお、この変更に伴う影響は軽微であります。



２． 貸 借 対 照 表 の 注 記

子会社に対する短期金銭債権 …………… １，１３３，３５９千円

子会社に対する短期金銭債務 …………… ４２０，０１７千円

子会社に対する長期金銭債権 …………… ９２，４００千円

有形固定資産の減価償却累計額 …………… １４，１１５，００６千円

担 保 に 供 し て い る 資 産

投 資 有 価 証 券 …………… ７４２，３５６千円

有 形 固 定 資 産 …………… ５，０９７，６２６千円

受 取 手 形 割 引 高 …………… ３，８８１，４９０千円

保 証 債 務 …………… ３０５，６５５千円

主 要 外 貨 建 資 産 負 債

売 掛 金 …………… ３６２千US＄ ４３，４２３千円

投 資 有 価 証 券 …………… １，０９８千Ｍ＄ ４５，４２３千円

１，４７０千Ｂ ４，２６３千円

子 会 社 株 式 …………… ２，０００千US＄ ２６１，８７１千円

７０千Ｍ＄ ２，９６１千円

１３０，０００千Ｂ ３５４，９００千円

支 払 手 形 …………… ２６９千US＄ ３２，３７５千円

１ 株 当 た り 当 期 利 益 …………… １２円９銭

３． 損 益 計 算 書 の 注 記

子 会 社 に 対 す る 売 上 高 …………… ８，１０６，５６５千円

子 会 社 か ら の 仕 入 高 …………… １１，６０７，１２９千円

子会社との営業取引以外の取引高

受 取 利 息 …………… １９，８５１千円

受 取 地 代 及 び 家 賃 …………… ６６，７２０千円

技 術 指 導 料 …………… ９，３５５千円

支 払 利 息 …………… ３９６千円

そ の 他 …………… １，２５４千円


